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“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

虎ノ門・麻布台地域
（虎ノ門エネルギーネットワーク㈱）

麻布台ヒルズ
2023年11月、東京都港区に、緑に包まれ、人と
人をつなぐ「広場」のような街・麻布台ヒルズが
オープンした。約8.1haの敷地には3つの超高層
棟と4つの中低層棟、緑豊かなオープンスペース
が生み出され、オフィス、住宅、ホテル、教育施
設、商業施設、文化施設等の多様な都市機能が高
度に融合した形で整備されている。開発コンセプ
トの一つには防災対応力強化と都市環境の向上が
掲げられ、災害時でも街全体に電力・熱供給が継
続でき、AI導入等で高効率なエネルギー供給が可
能な形の地域熱供給が採用されている。

インタビュー
欧州熱供給事情視察
～デンマーク、ドイツ、オーストリア～

佐土原 聡
（ ）横浜国立大学 名誉教授・

一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長



麻布台ヒルズの開発コンセプトは「Modern Urban Village」。

広大な緑に囲まれ、自然と調和した環境の中で多様な人々が集い、

より人間らしく生きられる新たなコミュニティの形成を目指して

再開発計画が進められた。その中では、人の流れや人が集まる場

所を考え、街の中心に広場を据えた上でシームレスなランドスケ

ープを計画。建物の配置計画はその後という考え方があった。

緑化面積は低層棟の屋上を含めた約 24,000㎡。その中心にある

のが約 6,000㎡の中央広場だ。パブリックアートやせせらぎが配

され、周囲には季節の移り変わりが感じられる植栽を整備。東側

の斜面緑地（建物屋上）には、11 種の果樹を育てる果樹園も望

める。多くの人々が日常的に自然やアートに接しながら過ごすこ

とができる、麻布台ヒルズのシンボル的な広場。定期的に訪れて、

忙しい日々の自分に喜びと癒しを摂取させたい。

C O N T E N T S
02	 熱供給がある街◯42	◆	麻布台ヒルズの癒しスポット

	 中央広場

03	 InterView	◆	伝えたい熱がある。研究者の原点◯15

	 名古屋市立大学	教授　尹	奎英

04	 インタビュー	◆	

	 欧州熱供給事情視察
	 〜デンマーク、ドイツ、オーストリア〜
	 佐土原	聡
	 （横浜国立大学	名誉教授・一般社団法人日本熱供給事業協会	海外視察調査団団長）

08	 連載	◆	地方都市における地域エネルギーシステムの展望②
	 『100年に1度』の歴史的都市再開発への期待
	 堀	英祐（近畿大学	産業理工学部	准教授）

12	 連載	◆	Go	To	カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑥
	 バイオガス精製と都市ガス利用
	 （鹿児島市南部清掃工場＆日本ガス㈱）

14	 脱炭素先行地域を訪ねて	◆	わたしの街の脱炭素戦略③
	 横浜市（温暖化対策統括本部	プロジェクト推進課）

16	 連載	◆	Close	up	town!!	全国熱供給エリア紹介◯22

	 札幌市都心地域（㈱北海道熱供給公社）
	 「街づくりに貢献する企業」の再開発

	 〜環境性・防災性向上に貢献する熱供給施設の設置〜

18	 NEWS	FLASH
	 ①	インタビュー：新・熱供給産業室長　福田	光紀	氏
	 ②	虎ノ門・麻布台地域において麻布台ヒルズが開業
	 ③	虎ノ門エネルギーネットワーク㈱が令和5年度デマンドサイドマ
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○42 麻布台ヒルズの癒しスポット
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東京メトロ日比谷線「神谷町駅」5番出口直結、
南北線「六本木一丁目駅」2番出口から徒歩4分、他。

麻布台ヒルズ

ガーデン
プラザ

アークヒルズ
仙石山森タワー

タワープラザ
森JPタワー

レジデンスA

レジデンスB
（建設中）

神谷町駅
六本木一丁目駅

中央
広場

東
京
メ
ト
ロ
日
比
谷
線

東
京
メ
ト
ロ
南
北
線

Ｎ

ⒸDBOX for Mori Building Co., Ltd. – Azabudai HillsⒸDBOX for Mori Building Co., Ltd. – Azabudai Hills
奈良美智《東京の森の子》 2023 年奈良美智《東京の森の子》 2023 年

麻布台ヒルズ
住　　所：	東京都港区麻布台一丁目3-1、他
敷地面積：約63,900㎡
延床面積：約861,700㎡
主要用途：	事務所、住宅、店舗、ホテル、文化施

設、インターナショナルスクール、診
療所	等

営業時間：	店舗・施設ごとに異なります。下記ホー
ムページをご参照ください。

https://www.azabudai-hills.com/index.html
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主な研究テーマを教えてください。
尹
ユン

　専門分野は建築設備です。現在

は特に省エネ設備と使い方をテーマに

研究をしており、ゼロ・エネルギー・

スクールとして建設された岐阜県の瑞

浪北中学校にて、明るさセンサーを活

用した昼光利用システムと、児童が手

動で照明やカーテン等を操作する時

の関係性について、調査・研究を進

めているところです。

その研究の問題意識はどのような
ところにありますか？
尹　年 、々設計者が考案する建築設

備のシステムは高度化・複雑化してき

ています。しかし使用者が使い方を

間違えれば、せっかくのシステムもそ

の良さを十分に引き出せません。自動

制御という手段もありますが、使用者

が自分で操作できることが重要だと考

えています。

研究者としての原点は何ですか？
尹　韓国の大学時代は構造学を学ん

でいましたが、ある日、日本で「環境

共生建築」への取組みが進んでいる

という記事を読み、これから大事にな

る分野だと感じたのです。韓国の蔚山

という工業団地で育ち、幼い頃から

環境に対する問題意識が芽生えてい

たことも関係があったかもしれません。

それで日本への留学を決意し、名古

屋大学大学院環境学研究科に進学し

て、都市環境学の研究をスタートさせ

ました。

今後の課題や展望をお願いします。
尹　使い方がきちんと伝われば、シス

テムの設計意図どおりの効果が期待

できます。設計者が適切にコミュニケ

ーションを取ってユーザーの理解を高

めれば、システムの上手な使い方を実

現できます。これから真の ZEB を実

現していくためにも、大切にしてほし

い取組みだと感じています。

伝えたい熱がある。研究者の原点⑮

記事を読んで日本への留学を決意。構造学から環境建築の道へ。

INTER
VIEW

Yoon Gyuyoung
1996年韓国忠南大学校工科大学卒業、2006
年名古屋大学大学院環境学研究科都市環境学専
攻修了。博士（工学）。金城学院大学非常勤講師、
東京理科大学GCOE准教授を経て、2010年
より名古屋市立大学芸術工学研究科准教授。
2023年より同教授。2013〜2014年ニュー
ヨーク大学CUSP客員准教授。専門は建築空
調設備、システム工学、気流解析（CFD）。主
な著書に空気調和・衛生工学会編「ZEBのデ
ザインメソッド」（技報堂出版、2019年、分
担執筆）等がある。

名古屋市立大学教授

尹 　尹　
奎英奎英
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─今回の海外視察調査団は、欧州

の先進例における①エネルギーの不

安定さ、原・燃料価格の高騰に対す

る対応、②脱炭素社会にむけた取組

みの方向性、③サイバーセキュリテ

ィの対応について情報収集を行なう

とともに、④国際交流の深化の4点

が主な目的でした。その他、佐土原

先生が個人的に目的にされていたこ

とや、期待されていたこと等はあり

ましたでしょうか。

佐土原　今回の視察ではデンマーク、

ドイツ、オーストリアの 3 カ国を訪

問しました。私自身はデンマークと

オーストリアには何度か訪れていて、

ドイツにはかつて住んでいました。

そういう意味ではよく知っていると

ころではありますが、約 10 年ぶり

の渡欧で、パリ協定以降、世界的に

カーボンニュートラルに向けて動き

出してから、欧州の地域熱供給がそ

の後どのような状況になっているの

か、どのような展開をしているのか、

ぜひ知りたいと考えていました。ま

た、ロシアのウクライナ侵攻など大

きな社会変化が起きた中で、エネル

えられており、都市の中央などに建

設されていますので、その排熱利用

がしやすい都市構造となっています。

都市の規模にもよりますが、発電所

は都市の中に複数あって、発電能力

も 20 万 kW、30 万 kW という大規

模なものが多い印象です。郊外に設

置されている発電所もありますが、

それは都市が周りに広がった時に一

緒につくられたものです。しかもそ

れも、旧城壁内の熱のネットワーク

とつながっていることが多いです。

　一方、デンマークでは、清掃工場

でのごみ焼却熱などを利用し、化石

燃料を使わずに電力、熱を製造する

割合が高いことが特徴です。加えて、

佐土原	聡	先生

ギーセキュリティ等についてもどの

ように捉え、どのように対策を図っ

ているのか、それも現地で確かめた

いと思っていました。

─今回視察された各国での地域熱

供給というのは、どのように熱を製

造されているところですか。

佐土原　デンマークとドイツ、オー

ス ト リ ア の 地 域 熱 供 給 は、CHP

（Combined Heat & Power：発電排

熱も地域に供給する発電所）の割合

が大きいです。日本と異なり、需要

地の近くに大型発電所が存在し、そ

こで電気と熱をつくり、周辺に供給

をしています。清掃工場も同様で、需

要家に近い場所にあります。日本の

ように熱を製造するためのボイラー

等は、ほとんどがピーク負荷を賄う

ために設置されているだけです。

　CHP の燃料については、デンマー

クとドイツでは差があって、ドイツ

では天然ガスと石炭が多くを占めて

います。元々城壁都市から発展して

きた国なので、生活に大事な公益施

設は城壁の内側に建設されています。

発電所も清掃工場も大事な施設と考

（横浜国立大学 名誉教授・一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長）（横浜国立大学 名誉教授・一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長）

佐土原 聡佐土原 聡

インタビューインタビュー

～デンマーク、ドイツ、オーストリア～～デンマーク、ドイツ、オーストリア～

欧州熱供給事情視察欧州熱供給事情視察

平成28年のエネルギー自由化以降、熱供給事業の事業環境は大きく変化してきている。昨今のウクライナ・ロシア情勢平成28年のエネルギー自由化以降、熱供給事業の事業環境は大きく変化してきている。昨今のウクライナ・ロシア情勢
等によって原・燃料価格が高騰している一方で、2050年カーボンニュートラルに向けた政策やサイバーテロの対策などが等によって原・燃料価格が高騰している一方で、2050年カーボンニュートラルに向けた政策やサイバーテロの対策などが
求められている。そのような中で、欧州における行政や事業者の取組みを調査し、今後の熱供給事業がどうあるべきか、求められている。そのような中で、欧州における行政や事業者の取組みを調査し、今後の熱供給事業がどうあるべきか、
どのような可能性があるのか研究をするために、（一社）日本熱供給事業協会では、2023年11月14日（火）〜23日（木）どのような可能性があるのか研究をするために、（一社）日本熱供給事業協会では、2023年11月14日（火）〜23日（木）
の10日間、欧州に向けて23名による海外視察調査団を派遣した。ここでは、視察の概要を紹介するとともに、調査団の10日間、欧州に向けて23名による海外視察調査団を派遣した。ここでは、視察の概要を紹介するとともに、調査団
団長をお務めいただいた横浜国立大学名誉教授の佐土原聡先生に、視察先で印象に残った事例等について伺った。団長をお務めいただいた横浜国立大学名誉教授の佐土原聡先生に、視察先で印象に残った事例等について伺った。
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インタビュー ◆ 欧州熱供給事情視察〜デンマーク、ドイツ、オーストリア〜

大規模な蓄熱槽が発電所に併設され

ています。デンマークは風力発電の

割合が大きいので、電力市場で高く

売れる時間帯は町なかの発電所や清

掃工場等でもたくさん発電して、余

剰熱を蓄熱槽で蓄え、電力が安価な

時間帯は発電を止めて蓄えておいた

熱を供給する、というような取組み

も進んでいます。

─視察先での取組みのうち、ぜひ

日本に紹介すべき、日本が学ぶべき

と感じた事例等はございましたか。

佐土原　日本でも、都心部では単体

ビルの ZEB 化はなかなか実現が難

しい状況です。そのような地域では、

熱の脱炭素化をどうやって達成する

かが大きな課題となることから、ヨ

ーロッパの事例を見ておくのは、大

変参考になると思っていました。

　今回伺ったドイツのベルリンやド

レスデンの地域熱供給では、カーボ

ンニュートラル実現に向けたシナリ

オ、明確なビジョンがありました。し

かも 2040 年達成を目標として、例

えばベルリンのヴァッテンフォール

（VATTENFALL）社なら 2020 年ま

でに再エネ率 7％、2030 年までに

石炭利用の廃止と再エネ率 40％の

達成など、段階的に色々なことに取

り組む計画があることを知れたのは

大きなポイントだったと思います。

　日本では、熱の脱炭素化について、

東京臨海部やみなとみらい 21 地区

などで水素の導入が計画されていま

す。 デ ン マ ー ク 地 域 熱 供 給 協 会

（DBDH）でコペンハーゲンでの水素

利用について質問をしてみたところ、

明確に「NO」というお返事でした。

理由は、熱供給事業のように低い質

のエネルギーである熱をつくるため

に、高価な水素を使うことはコスト

視察団の訪問先とスケジュール

デンマーク
王国

デンマーク
王国

ドイツ
連邦共和国
ドイツ

連邦共和国

オーストリア
共和国

オーストリア
共和国

コペンハーゲンコペンハーゲン

ウィーンウィーン

ベルリンベルリン

ドレスデンドレスデン

ミュンヘンミュンヘン

日本

日本

コペン
ハーゲン

デンマーク地域熱供給協会（DBDH）訪問
・コペンハーゲンにおける地域熱供給事情についてブリーフィング
　及び脱炭素政策について意見交換

トーンビュー・フォーシニング社 訪問
・プラント、中央管理室視察

廃棄物発電施設「CopenHill」視察

ベル
リン ヴァッテンフォール ヒート ベルリン 訪問

ドレス
デン ザクセン エナジー 訪問

ミュン
ヘン

ZAE バイエルン 訪問
・ドイツ（バイエルン州）における
　再生可能エネルギー事情についてブリーフィング

ウィ
ーン

フロイデナウ水力発電所 訪問
シュプテラウごみ処理場兼火力発電所 訪問

11月
14日

16日

15日

17日

20日

21日

23日

視察団の訪問日程と視察先

コペンハーゲン大都市圏における地域暖房の供給エリアとネットワーク
（出典：デンマーク地域熱供給協会（DBDH）視察時のCTR社講演資料）

コペンハーゲン大都市圏の熱供給整備の考え方
（出典：デンマーク地域熱供給協会（DBDH）視察時のCTR社講演資料を元に作成）

生産部門
（ベース負荷用）

輸送部門

配給部門

発電所排熱（CHP）、ごみ焼却排熱、
地中熱、工場排熱

生産部門
（ピーク負荷＆予備用）

（ローカルピーク負荷用）

熱交換器

需要家

ポンプステーション

コペンハーゲン大都市圏の熱供給整備の考え方
（出典：デンマーク地域熱供給協会（DBDH）視察時のCTR社講演資料）

（横浜国立大学 名誉教授・一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長）（横浜国立大学 名誉教授・一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長）

佐土原 聡佐土原 聡

インタビューインタビュー

～デンマーク、ドイツ、オーストリア～～デンマーク、ドイツ、オーストリア～

欧州熱供給事情視察欧州熱供給事情視察
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的に見合わないという回答でした。

デンマークでは、製品製造や、航空

機や船舶の燃料など、水素でなけれ

ば脱炭素化できない使用用途を優先

すべきで、低い質のエネルギーを供

給する熱供給事業は別の方法で対応

すべきと明言されていました。

　ちなみに先ほど、デンマークは風

力発電が大きな割合を占めていると

話しましたが、再エネの発電量が供

給過剰な時は、電力の市場価格がマ

イナスになるそうです。そのため、そ

の電力を水の電気分解に回してグリ

ーン水素を製造するという取組みが

始まっており、電気分解の時に発生

する低温の排熱を地域熱供給に活用

するという取組みも進められている

とのことです。

　その取組みのことを指していたの

か、デンマークの熱供給事業者であ

る CTR 社の方からは、「我々は現在、

熱供給事業者であり、電力調整者だ

が、将来的には電力需要家に変わっ

ていく」という発言がありました。今

後は有り余っている再エネで発電し

た電力を最大限、熱の製造に使うよ

うになっていくということかなと理

解しました。上げ DR（デマンドレ

スポンス）のような形での対応を進

めていくのだと推測されます。

─ドイツの熱供給事業での水素利

用についてはいかがでしたでしょう

か。

佐土原　ドイツでは、ベルリンの熱

供 給 事 業 者（ 民 間 企 業 の

VATTENFALL 社）でもドレスデン

のシュタットベルケ（都市公社のザ

クセンエナジー（SachsenEnergie）

社※）でも、カーボンニュートラル

化のスケジュールは明確化されてい

たのですが、そのシナリオに水素へ

の転換が盛り込まれており、2030

年までに石炭発電所を段階的に廃止

するという国の政策目標に沿うもの

でした。ただ、熱供給事業者からは、

どこからどのように水素を調達する

か、ということについては明確な回

答が得られませんでした。国策とし

て水素シフトの方向性が明示されて

いるので、それを見越して、熱のカ

ーボンニュートラル化のシナリオに

水素利用を明記しているということ

だと思いました。同じ欧州でも、国

のエネルギー事情（特に電力事情）

によって、水素戦略が異なる点は面

白いと感じました。

　なお、欧州では 2 万数千㎞以上の

水素パイプラインを整備する計画が

あり、その半分以上は既設のガス管

で代替する計画と聞いています。こ

れが整えば、ドイツの発電所の水素

への燃料転換も進むだろうと思いま

す。

─その他、熱供給事業以外につい

ても、印象に残った視察先やエピソ

ードはありますか。

佐土原　コペンハーゲンのごみ清掃

工場であり、廃棄物発電施設でもあ

る事例「CopenHill」が思い浮かびま

す。町なかにあって、排熱を熱供給

に活用しているのですが、デザイン

性が高く、屋上がスキー場になって

いるという施設です。以前から知っ

ている事例ではありましたが、実際

に初めて拝見して、日本では迷惑施

設と位置付けられる施設を必要な施

設、近くにあっても文句ない施設と

位置付けてもらえるように、デザイ

ンの他にも排ガス処理を徹底するな

ど、周辺住民との関係性を重視した

つくり方をしていると改めて思いま

【参考】日本、デンマーク、ドイツの電源構成の違い（2022年世界18か国の電源構成より）
（出典：自然エネルギー財団HP「統計│国際エネルギー」、同財団が「Energy	Institute,	Statistical	Review	of	World	Energy	2023

（2023年6月）を元に作成（更新日：2023年6月27日）。https://www.renewable-ei.org/statistics/international/
（閲覧日：2024年1月14日））
注：自然エネルギーとは、水力、バイオエネルギー、地熱、風力、太陽光を含む。その他とは、揚水発電、化石燃料からの発電及
び統計上の差異を含む。グラフにおけるデータは総発電電力量に基づく。
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ドイツ「国家水素戦略」改定版（2023年7月）表紙
2030年までの水素導入の目標と対策が定められており、2030
年までに総需要量を95〜130TWhまでに拡大することや、国内
の水素生産能力を2030年までに10GWに増強することなどが
記載されている。
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した。1983 年頃、学生時代にドイ

ツのニュルンベルグに行った時も、

熱供給プラントのデザイン性が課題

とされていて、なるべく周りの人た

ちに良い印象を持たれるデザインを

しなければいけない、という話を伺

う機会がありました。あの時は「そ

んなことまで考えなければいけない

のか」という気持ちが頭をよぎりま

したが、欧州ではそのようなことに

ずっと取り組んでこられたのだなと、

改めて感心しました。

　また、CopenHill では CO2 の回収

にも取り組んでいて、回収した CO2

について色分けをしているそうです。

ビニール製のものを燃やした時に発

生する CO2 は「Fossil CO2（フォッ

シル・シーオーツー）」、つまり「化

石燃料起源 CO2」と位置付け、排熱

を利用しても脱炭素に寄与する資源

としてはカウントしていません。一

方、生ごみを燃やして発生する CO2

は「Biogenic CO2（バイオジェニッ

ク・シーオーツー）」（バイオマス起

源 CO2）と呼んで、この時の排熱利

［注］
※ Sachsen	Energie：DREWAG	Stadtwerke	
Dresden	GmbH	 と地 域 電 力 会 社 ENSO	
Energie	Sachsen	Ost	の合併により、2021	
年に誕生した東ドイツ最大の地方電力会社。

用は、脱炭素に寄与するものとして

カウントしています。CO2 の分類に

ついては国際的なルールはまだ定ま

っていないと思いますが、今後世界

的なルールになる可能性もあって、

日本の排熱利用にも影響を及ぼすこ

とになります。この辺りは推移を注

視していかなければいけないなと思

って、印象に残りました。

　あとは、ウィーンで見た、ドナウ

川の水力発電も非常に興味深かった

です。フロイデナウ水力発電所と呼

ばれていますが、こちらは舟運や生

き物の通り道は確保しつつドナウ川

の川幅いっぱいに堰を設け、そこで

生まれる上下流の水位差 8.7m を活

用して、水車を回して発電していま

した。いわゆる「流れ込み式」の水

力発電で、日本にはこれほど大規模

のものはありません。これがドナウ

川の上流から 10 箇所も整備されて

いるそうです。

─日本の熱供給事業が将来に向け

て取り入れていくべきことや今後の

課題について、お聞かせください。

佐土原　やはり国や自治体がカーボ

ンニュートラルのビジョンを持ち、

実現に向けた様々な政策を立案・実

行することが重要だということです。

欧州では国や自治体が明確なビジョ

ンを持ち、それに基づいて熱供給事

業がカーボンニュートラルに向けた

シナリオを考えていました。日本は

2050 年カーボンニュートラル実現

を宣言していますが、それに向けて、

どのような手段に力点を置き進めて

いくのかについて、実行する企業と

の意思疎通が不十分だと考えます。

　あと、デンマークの地域熱供給で

冷房需要への対応が進みそうだとい

う話を伺いました。ターボ冷凍機な

ど、日本のヒートポンプ技術が優れ

ていることが欧州ではあまり知られ

ていません。これからの冷熱需要へ

の対応として日本の優秀な技術をア

ピールしていく必要があると思って

います。

Head water Tail water

Head

TurbineGenerator

フロイデナウ水力発電所CopenHill外観（写真：Max	Mestour	&	Amelie	Louys）

CopenHill視察の様子 フロイデナウ水力発電所の発電の仕組み

インタビュー ◆ 欧州熱供給事情視察〜デンマーク、ドイツ、オーストリア〜
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地方都市における
地域エネルギーシステムの展望　連載

近畿大学 産業理工学部 准教授

堀 英祐
近畿大学 産業理工学部 准教授

堀 英祐

『100年に1度』の歴史的都市再開発への期待『100年に1度』の歴史的都市再開発への期待
第 回2

福岡市における歴史的再開発の背景
福岡市では、2012 年に福岡市基

本構想を定め、アジアの交流拠点都

市を目指すべく、様々な取組みを推

進している。元気で住みやすいまち

をさらに発展させ、将来に引き継い

でいくために、「人と環境と都市活

力の調和がとれたアジアのリーダー

都 市 」 を 掲 げ、「FUKUOKA 

NEXT」と称した次のステージへと

飛躍させる様々なチャレンジに取り

組んでいる。

その一環として都市の役割や機

能を高め、新たな空間と雇用を創出

する再開発プロジェクト「天神ビッ

グ バ ン 」 を 2015 年 か ら 開 始 し、

2019 年には「博多コネクティッド」

をスタートしている。

その契機となったのが、2005 年

の福岡県西方沖地震の経験、2008

年の福岡市都心部機能更新誘導方策

の策定、2014 年の国家戦略特区へ

の認定である。都心部の老朽化した

第1回では、脱炭素化に向けた動きと都市再開発における地域エネルギーシステムの位置づけについて整理第1回では、脱炭素化に向けた動きと都市再開発における地域エネルギーシステムの位置づけについて整理

し、再開発事業に合わせた地域エネルギーシステムの導入において、ステークホルダーの理解や調整の重要し、再開発事業に合わせた地域エネルギーシステムの導入において、ステークホルダーの理解や調整の重要

性を指摘した。第2回では、福岡市で進む「100年に1度」と言われる再開発プロジェクトの状況について性を指摘した。第2回では、福岡市で進む「100年に1度」と言われる再開発プロジェクトの状況について

報告する。報告する。

インフラや建物を更新し、防災力の

向上や魅力を高めることで都市の成

長を促す動きが出てきた。特に、特

区制度を活用した規制改革事項の中

に、「航空法の高さ制限のエリア単

位での特例承認」があり、建物ごと

の個別審査となっている航空法に基

づく高さ制限について、緩和された

一定の高さをエリア一体の目安とし

て提示し、迅速な承認手続きができ

るようになったことで、再開発建物

の容積率緩和へと繋がり、民間の再

開発事業の誘導へと展開している。

天神ビックバン
天神ビッグバンは、「アジアの拠

点都市としての役割・機能を高め、

新たな空間と雇用を創出する」こと

を目的に、2015 年から 2024 年まで

の 10 年間で 30 棟のビルの建替えを

進めることを目標としたプロジェク

トである。対象エリアは天神交差点

から半径約 500m、天神明治通り地

区を含む約 80ha である（図1）。当

初は 2024 年 12 月末までに竣工予定

のビルが対象となっていたが、感染

症対策を実施するビルに限り 2026

年末まで延長し、更に 2022 年末ま

でに概要を市に提出している、複数

の街区にまたがる大規模再開発プロ

ジェクトに限っては 2026 年以降も

ボーナスが付与される。延床面積は

約 1.7 倍（44 万 4,000 ㎡ → 75 万

7,000㎡）、雇用者数は約 2.4 倍（3

万 9,900 人→ 9 万 7,100 人）、建替え

完了後から新たに毎年約 8,500 億円

の経済波及効果を見込んでいる。

天神ビックバンでは、更に魅力あ

るデザイン性に優れたビルに対して

容積率を最大 +50％上乗せするイン

センティブ（天神ビッグバンボーナ

ス）を 2016 年 5 月から運用しており、

その認定要件には、町並みの連続性

や緑化、ユニバーサルデザインへの

配慮などが含まれている。これによ

り、容積率は最大 800％から 1,400
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％へと緩和されることになった。

プロジェクト開始後、2023 年 3

月末時点での天神ビッグバンエリア

内における建築確認申請数は 63 棟、

竣工棟数は 52 棟となっており、想

定以上の効果が出ている。2023 年

12 月現在は、福ビル街区（2024 年

竣工予定）や天神ビッグバン第 1 号

として 2021 年 9 月に竣工した天神

ビジネスセンターの 2 期工事（2026

年竣工予定）、天神 1-7 計画（イム

ズ跡地）（2026 年竣工予定）などが

進行中である。

博多コネクティッド
博多コネクティッドは、2011 年の

九州新幹線開業に合わせてリニュー

アルされた JR 博多駅に創出された

（博多コネクティッドボーナス）が

2019 年 8 月 か ら 運 用 さ れ て い る。

これにより、容積率は最大 800％か

ら 1,350％へと緩和されることにな

った。

プロジェクト開始後、2023 年 3

月末時点での建築確認申請数は 25

棟、竣工数は 18 棟となっており、

こちらも想定以上の建替えが進んで

いる。2023 年 12 月現在は、西日本

シティ銀行本店本館（2025 年竣工

予定）や博多駅空中都市プロジェク

ト（2028 年竣工予定）などが進行

中である。

都市再開発と脱炭素
福岡市では、脱炭素社会実現に向

けて 2022 年 8 月に改定した「福岡

賑わいを周辺地域に「つなげること」

を目的に、2019 年から 2028 年まで

の 10 年間で 20 棟のビルの建替えを

進めることを目標としたプロジェク

トである。対象エリアは博多駅から

半径約 500m の約 80ha で、2028 年

12 月末日までに竣工予定のビルが

対象となっている（図2）。延床面積

は約1.5倍（34万1,000㎡→49万8,000

㎡）、雇用者数は約 1.6 倍（3 万 2,000

人→ 5 万 1,000 人）、建替え完了後か

ら新たに毎年約 5,000 億円の経済波

及効果を見込んでいる。

博多コネクティッド対象ビルの

うち、賑わい拡大に寄与するビルに

ついては、容積率が最大 50％拡大

や屋根のある公開空地評価を最大

2.5 倍にするなどのインセンティブ

図1　天神ビッグバンエリアの主なプロジェクト
（出典：福岡市HP「天神ビックバン（更新日：2023.10.16）」、https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/kaihatsu/shisei/20150226.html（閲覧日：2024.01.05）を元に作成）
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・旧大名小学校跡地 約 76m ⇨ 約115m
・天神明治通り地区
　【西側】約 76m ⇨ 約115m
　【東側】約 76m ⇨ 約76m～約100m
・天神一丁目地区
　約65m～約 67m ⇨ 約80m～約96m

航空法高さ制限の特例承認

2019.3 都市計画決定
容積率 最大1,300％

天神二丁目 南ブロック
（明治通り沿道）

2017.9 都市計画決定
容積率 最大800％

旧大名小学校跡地

福岡大名ガーデンシティ
2023.3 竣工

住生FJビル
2025年 竣工予定

HLC福岡ビル
2024年 竣工予定

2021.3 都市計画決定
容積率 最大1,400％

天神一丁目地区 北エリア

2015.9 都市計画決定
容積率 最大1,400％

天神一丁目 南ブロック

2020.9 都市計画決定
容積率 最大1,250％

天神一丁目 北ブロック（14番街区）

福岡中央郵便局および
イオンショッパーズ福岡の
段階連鎖建替えプロジェクト

天神一丁目15・16番街区

天一北14番街区ビル
2025年 竣工予定

天神ビジネスセンター
2021.9 竣工

天神BC2期計画
2026年 竣工予定

福ビル街区
2024年 竣工予定

天神1-7計画
2026年 竣工予定

天神二丁目南ブロック
駅前東西街区プロジェクト

天神
一丁
目地
区

天神
一丁
目地
区
天神
南駅

天
神
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ク
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ン
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：
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那珂川
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線

福岡市地
下鉄空港

線

図 1　天神ビッグバンエリアの主なプロジェクト
（出典：福岡市HP「天神ビックバン（更新日：2023.10.16）」、https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/kaihatsu/shisei/20150226.html（閲覧日：2024.01.05）を元に作成）
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市地球温暖化対策実行計画」におい

て、2030 年度における温室効果ガ

ス削減目標を、2013 年度比で国の

46％を上回る 50％削減を掲げてい

る。

脱炭素社会を実現するための方

策として、①省エネルギー・エネル

ギー効率の向上、② CO2 排出原単

位の低減、③非電力部門の電化、④

ネガティブエミッションが示されて

おり、これらの組み合わせにより、

トータルで脱炭素化を目指すことが

重要である（図3）。

都市再開発は、街区単位のプロジ

ェクトも多く、建物の建替えによる

①省エネルギー化（建物単体での

ZEB 化）だけでなく、街区の面的

エネルギー供給システムの導入によ

る② CO2 排出原単位の低減、③非

電力部門の電化などが活用できるよ

うになり、脱炭素化をより一層進め

ることが可能となる貴重な機会であ

る。今回の都市再開発に合わせた面

的なエネルギー供給システム導入の

機会を逃せば、次に訪れる大規模再

開発の機会が 50 ～ 100 年後である

ことを考えると、2050 年の脱炭素

社会実現には間に合わないことにな

る。

しかしながら、現時点での天神ビ

ッグバン、博多コネクティッドで建

て替えられる建築物の概要を見ると、

「福ビル街区建替プロジェクト」で

のみ地域熱供給システムの導入が計

画されており、隣接する既存の地域

熱供給プラントとの連携も検討され

ていると伺っているものの、その他

の再開発ビルにおいては面的なエネ

ルギー供給システムの導入の予定は

見当たらない。今回の再開発プロジ

ェクトで面的エネルギー供給システ

ムの導入が進まなかったことは、貴

重な機会を逃したことになる。

都市は、構造物の集合によってつ

くられるが、その役割や機能は、そ

れぞれの構造物の役割や機能によっ

て規定されるものではなく、都市で

の様々な活動が繋がったシステムと

して捉えなければならない。前回、

地域特性や気候風土などを考慮し、

エネルギー需給の最適運用に適した

地域の特性というものを明らかにし、

再エネ・創エネ・蓄エネを、地域エ

ネルギーシステム（＝面的エネルギ

ー供給システム）を主体とした共的

装置と組み合わせ、都市システムの

三層構造化によってエコディストリ

図2　博多コネクティッドエリアの主なプロジェクト
（出典：福岡市HP「博多コネクティッド（更新日：2023.10.16）」https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/kaihatsu/toshi/HAK	ATA	_CONNECTED.html（閲覧日：2024.01.05）
を元に作成）

都ホテル博多
2019.9 開業

博多イーストテラス
2022.8 竣工

コネクトスクエア博多
2024.3 竣工予定

ザ・ブラッサム博多プレミア
2019.9 開業

九勧承天寺通りビル
2020.4 竣工

筑紫口駅前広場
2022.8 リニューアル完了

←WF地区まで約
2km

←天神地区まで約2km

福岡空港まで約
2km→

博多駅から
周辺地区への

回遊性の向上

耐震性の高い先進的な
ビルへの建替えによる
新たな活力の創出

来街者が
いつでも楽しめる

賑わいの創出博多
コネクティッド

御笠川

福岡市地下鉄七隈線

福岡市地下鉄空港線

図 2　博多コネクテッドエリアの主なプロジェクト
（出典：福岡市HP「博多コネクティッド（更新日：2023.10.16）」https://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/kaihatsu/toshi/HAK ATA _CONNECTED.html（閲覧日：2024.01.05）
を元に作成）

西日本シティ銀行
本店別館ビル、事務所本部ビル

2028年 竣工予定

（仮称）博多駅前三丁目プロジェクト
2025年度 竣工予定

西日本シティ銀行本店本館
2025年度 竣工予定

KITTE博多

博多深見パークビルディング
2021.1 竣工

JRJP博多ビル

はかた駅前通り

紙与博多中央ビル 博多駅空中都市プロジェクト
2028年末 竣工予定 JR博多シティ

博多
コネク
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500m
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堀	英祐	氏　略歴
Hori	Eisuke	

1980	年佐賀県生まれ。2004	年早稲田大学理工学部建
築学科卒業。2007	 年早稲田大学大学院修士課程修了。
2007-09	年早稲田大学大学院博士後期課程。早稲田大学
理工学術院助教等を経て、2016	年より近畿大学産業理工学
部建築・デザイン学科講師。2023 年より同准教授。また、
2009 年よりEureka	パートナー。専門は建築環境・設備。
環境負荷を抑えた建築設備計画や災害時にインフラが停止し
た場合の建物機能を継続させる自立型の建築設備について研
究を行なっている。

クトを推進するなどの対策の重要性

について言及した。福岡市の再開発

プロジェクトにおいて、共的装置に

対する地域関係者の理解が得られな

かったことは非常に残念である。

こうした状況の中においても、前

向きな見方をすれば、多くの建物で

自立分散型電源であるコージェネレ

ーションシステムが導入されており、

ビルの防災性・環境性の向上がより

一層進んだことは評価したい。中で

も、2022 年 12 月に竣工した福岡大

名ガーデンシティは、特別高圧の 3

回線受電に加え、九州で初めて耐震

性認定を受けたガス導管による中圧

ガスの供給を受ける常用防災兼用コ

ージェネレーションシステムの導入

により省エネとレジリエンスを両立

させたシステムが設置されている

（図4）。

東日本大震災時に、東京の六本木

ヒルズや仙台市内に設置された 4 件

の常用防災兼用コージェネレーショ

ンシステムが、発電を継続し停電リ

スクを回避できた実績から注目され、

その後、大都市を中心に中圧ガス＋

コージェネの事例が増えたが、東日

本大震災後 10 年以上を経て、やっ

図3　脱炭素実現のための方向性
（出典：経済産業省資源エネルギー庁「第3回　グリーンイノベーション戦略推進会議」資料4、『2050年カーボンニュートラルに向けたグリーンイノベーションの方向性』2020年11月、	
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/gi_003_04_00.pdf（閲覧日：2024.01.05））

図4　福岡大名ガーデンシティにおけるBCP対応・災害対策
（出典：大名プロジェクト特定目的会社プレスリリース「福岡の新たなランドマーク『福岡大名ガーデンシティ』九州初導入の災害
対策などの完備した高機能オフィス	4月よりオフィス入居を開始」2023.04を元に作成）
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CO2を回収/貯留するネガティブエミッション技術

図 3　脱炭素実現のための方向性
（出典：経済産業省資源エネルギー庁「第 3回　グリーンイノベーション戦略推進会議」資料 4、『2050年カーボンニュートラルに向けたグリーンイノベーションの方向性』
2020年 11月、 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/green_innovation/pdf/gi_003_04_00.pdf（閲覧日：2024.01.05））

図 4　福岡大名ガーデンシティにおける BCP 対応・災害対策
（出典：大名プロジェクト特定目的会社プレスリリース「福岡の新たなランドマーク『福岡大名ガーデンシティ』九州初
導入の災害対策などの完備した高機能オフィス 4 月よりオフィス入居を開始」2023.04 を元に作成）

CGS
発電機燃料 送電

ガス（中圧管） 本プロジェクト オフィスビル 変電所

送電停止

送電

送電

送電停止

変電所 本プロジェクト オフィスビル

3回線スポットネットワークによる受電

九州初認定導管による中圧都市ガスの供給

1回線の送電が停止しても、他 2回線から受電可能。

ガスコージェネレーションシステムによる電源の確保。送電停止時もコンセント容量 15VA/ ㎡を供給。

Bac
kup

1

Bac
kup

2
（火災時等除く）

と福岡にも導入事例ができたことは、

都市機能の強化にとっては大きな前

進であり、これが福岡の都市再開発

における先導事例となり、今後の都

市再開発に続くことを期待したい。
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GoTo カーボンニュートラル！ミリエネ・サイエネ・最前線⑥

バイオガス精製と都市ガス利用バイオガス精製と都市ガス利用（鹿児島市南部清掃工場＆日本ガス㈱）（鹿児島市南部清掃工場＆日本ガス㈱）

全国初！ごみから都市ガス原料をつくる清掃工場
①鹿児島市南部清掃工場でバイオガス製造が行なわれる

ことになった経緯を教えてください。

◆　鹿児島市では、「第二次鹿児島市環境基本計画」や「鹿

児島市地球温暖化対策アクションプラン」（2012 年）等

にもあるように、地球温暖化防止に向けて様々な施策を

展開する中で、バイオマスをはじめとする再生可能エネ

ルギーの導入も検討・推進してこられました。そうした

背景の中で、地元のガス事業者である私たち日本ガス㈱

から、南部清掃工場のゴミでバイオガスをつくり、近隣

にある弊社の LNG 基地（鹿児島工場）で都市ガス製造

に活用するという提案をいたしました。鹿児島市として

は、バイオガス発電等その他のごみの活用方法と比較検

討し、①温室効果ガス排出量削減効果と市民への啓発効

果の高さ、②エネルギーの地産地消への貢献などの理由

から、バイオガス精製をして活用する本提案を採用する

ことにし、老朽化していた南部清掃工場の建て替えに合

わせて、ごみ焼却施設とバイオガス施設を一体的に整備

することを決定しました。この取組みは、2019 年 12 月

に鹿児島市が 2050 年までに CO2 排出を実質ゼロにする

と宣言した「ゼロカーボンシティかごしま」の後、2022

年に改定された「第三次鹿児島市環境基本計画」にも位

置付けられており、新しい南部清掃工場は、それに先立

つ 2021 年 12 月に完成しています。

エネルギーの地産地消で約3,000t/ 年のCO2
削減効果
②バイオガス精製の仕組みを教えてください。

◆　本日の施設見学でもご覧いただきましたように、バ

イオガス精製の工程は、まず市内で収集してきた燃やせ

るごみを破砕して、選別機にかけて生ごみ、紙ごみを抽

出し、発酵槽で 16 日間ほどかけて発酵させます。そこ

で発生したバイオガスから不純物を除去した後、精製膜

を通すことで二酸化炭素などを分離させ、濃度 95％以

上のメタンガスを抽出しています。これを約 500m 先に

ある弊社 LNG 基地に送り、熱量調整をして臭いをつけ

た後、輸入してきた LNG とともに都市ガスとして主に

鹿児島市内へ供給しています。発酵槽の処理能力は日量

60t で、精製メタンガスの製造量は年間 131 万㎥ほどで

今回の「ミリエネ・サイエネ・最前線」は、バイオガスの都市ガス利用を紹介する。今回の「ミリエネ・サイエネ・最前線」は、バイオガスの都市ガス利用を紹介する。
再生可能エネルギーの一つに、バイオマス燃料がある。再生可能エネルギーの一つに、バイオマス燃料がある。

清掃工場でバイオガスをつくる事例は全国でいくつか見られるが、清掃工場でバイオガスをつくる事例は全国でいくつか見られるが、
　これを都市ガスの原料として利用する事例は珍しい。　これを都市ガスの原料として利用する事例は珍しい。

今回は運営受託会社のグリーンパーク鹿児島㈱に鹿児島市南部清掃工場をご案内いただき、今回は運営受託会社のグリーンパーク鹿児島㈱に鹿児島市南部清掃工場をご案内いただき、
そこで精製されたバイオガスを都市ガス原料として利用している日本ガス㈱に取組みの内容について伺った。そこで精製されたバイオガスを都市ガス原料として利用している日本ガス㈱に取組みの内容について伺った。

鹿児島市南部清掃工場の施設配置図

グリーンパーク鹿児島㈱	 運
営管理事務長　德滿	 彰彦さ
んに、鹿児島市南部清掃工場
をご案内いただきました。

日本ガス㈱	鹿児島工場長	檜物	健さ
ん（左）、取締役・総合企画グルー
プ長	宮元龍一さん（右）に、お話を
伺いました。

バス駐車場バス駐車場

搬入入口搬入入口

車椅子対応
ELV棟
車椅子対応
ELV棟

管理棟管理棟

計量棟計量棟

渡り廊下渡り廊下

洗車場洗車場

バイオガス施設バイオガス施設

余剰ガス燃焼装置余剰ガス燃焼装置

焼却施設
（工場棟）
焼却施設
（工場棟）

N

日本ガス鹿児島工場へ日本ガス鹿児島工場へ

バイオガス精製設備バイオガス精製設備
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どに供給する地産地消の取組みは、全国初の取組みとな

っています。

③このプロジェクトの実現に向けて、課題になったこと

はありますか。

◆　鹿児島市環境局の方が、鹿児島県の「2018 年度水素・

再生可能エネルギー導入セミナー」でお話されていまし

たが、冒頭でお話したように、ガスの利用方法をバイオ

ガス精製にするか、バイオガス発電にするかは課題にな

りました。また、メタン発酵設備の処理方式をどうする

か、ということも課題になりました。生ごみを原料にす

る場合は、乾式法と歴史が長い湿式法の 2 方式がありま

すが、南部清掃工場では生ごみだけでなく、投入ごみ量

あたりの発生ガス量が多い紙ごみも一緒に扱え、多少の

異物混入があっても発酵に影響が少ない乾式法が採用さ

れました。現状のごみ分別収集のままで実施でき、ごみ

を液状化するまで攪拌等する必要もないので、手間もか

なり省けていると思います。

全国的な都市ガスへの再エネメタン活用普及の
可能性
④今後の課題や展望をお話ください。

◆　弊社としては、2050 年カーボンニュートラル実現

への貢献としても、バイオガスを都市ガス原料として利

用する取組みをさらに拡大したいと考えています。今後

は、畜産排泄物等の地元資源を利用したメタン発酵が進

められるよう検討を進めていきます。また、バイオガス

化の過程で発生する CO2 をメタネーションに活用する

ことも模索しており、すでに鹿児島市、鹿児島大学、日

本ガスの 3 者で小規模な実証試験を開始しています。

　近年、都市ガス事業者の脱炭素の取組みとして注目さ

れているバイオガスですが、地方の中小都市ガス事業者

においては水素の調達やメタネーション製造施設を建設

して実施するのはかなりハードルが高い話です。そのよ

うな中で、各地の自治体と連携することができれば、清

掃工場や下水処理施設等で中小のガス事業者も再生可能

エネルギーとしてのメタンガスを製造・調達することが

可能になります。自治体が製造したバイオガスを都市ガ

今回の記者

近藤 康平さん
みなとみらい二十一熱供給㈱	
エンジニアリング部

橋本 菜摘さん
丸の内熱供給㈱	
開発営業部

ごみ清掃工場から都市ガス供給までのフロー図

スの原料に活

用する事例は、

全国的にまだ

珍しい状況で

す。この事例

が各地での取

組みにつなが

れば幸いです。

す。日本ガスが供

給している都市ガ

ス全体の約 1.3％、

家庭用なら約 5.4

％に相当する量で、

約 3,000t/ 年 の

CO2 排 出 削 減 効

果を見込んでいま

す。広報紙「かご

し ま 市 民 の ひ ろ

ば」（2022 年 2 月

号）でも報じられ

ましたが、一般家

庭などのごみから、

清掃工場でバイオ

ガスをつくり、都

市ガス原料として

活用し一般家庭な
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●横浜市 脱炭素先行地域
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/etc/senkouchiiki.html

横浜市は、一般社団法人横浜みなと

みらい２１との共同提案で、第 1

回目の脱炭素先行地域に選考されま

した。応募の経緯を教えてください。

━━横浜市では 2018 年に SDGs 未
来都市に選定された際に、2050 年
までに全市で脱炭素化を目指すとい
う こ と で「Zero Carbon 
Yokohama」を宣言しておりまし
た。環境省が脱炭素先行地域の取組
みを発表した時も、「当然取り組む
もの」と捉えました。それで第一回
目の募集に応募すべく、温暖化対策
統括本部で何をすべきか検討し、横
浜市で先進的なチャレンジをする場
所として相応しいみなとみらい 21
地区を対象に取り組むことを決めま
し た。 全 市 の 業 務 部 門 に お け る
CO2 排出量の約 10％を占める地区
であり、市内への波及効果も期待し
て提案内容を決めました。
提案内容を簡単にご紹介ください。

━━「みなとみらい 21 地区におけ
る公民連携で挑戦する大都市脱炭素

モデル」ということで、地区内施設
とともに、「2030 年度までに民生
部門の電力消費に伴う CO2 排出実
質ゼロ」を進めていく、というのが
大きな柱の一つです。その内容は、
①最大限の省エネ、②電力の再生可
能エネルギー（再エネ）への転換の
2 つです。再エネへの転換について
は、「地区内施設の屋上への太陽光
パネル設置・増設」、「市の郊外にあ
る公共施設や雨水調整池等への太陽
光パネルの設置」、「2019 年から進
めている東北地方をはじめ、再エネ
資源が豊富にある他の自治体との広
域連携による再エネ電源の確保」等
を進めていきます。
電力関係以外の取組みはいかがでし

ょうか。

━━主に①日本最大規模の地域冷暖
房（地域熱供給）における熱の低・
脱炭素化、②廃棄物の資源循環の推
進、③市民・事業者一人ひとりの脱
炭素化への行動変容を促すイベント
等の実施、等に取り組んでいきます。

特にみなとみらい 21 地区の CO2

排出の約 30％は熱の使用に起因す
るもので、ここに対応をしていかな
いと CO2 排出ゼロは達成できませ
ん。地区内の熱供給事業者であるみ
なとみらい二十一熱供給㈱と連携し、
高効率熱源機器への更新や、最新機
器を導入した新プラント建設等によ
って、熱の低・脱炭素化を進めてい
きます。また、「みなとみらい水素
プロジェクト」ということで、エネ
ルギー企業や需要家の皆さま参加の
下で、熱の脱炭素化、さらには発電、
交通部門等の脱炭素化への水素活用
も検討していきます。
選考過程で特に評価されたポイント

はどのあたりだと感じましたか。

━━冒頭でお話したように、この地
区での脱炭素先行地域の取組みは、
みなとみらい 2 １地区にある施設
の参加を得て進めていきます。提案
時点では 32 施設の参加（電力の脱
炭素をコミット）でしたが、現在
35 施設まで増えています。今後も

左：村尾氏、右：松下氏

脱炭素先行地域を訪ねて／わたしの街の脱炭素戦略③

横 浜 市
脱炭素先行地域に選定された自治体を巡る「わたしの街の脱
炭素戦略」。第 3回目は、神奈川県の横浜市を訪ね、温暖化
対策統括本部プロジェクト推進課課長の松下功さん、担当係
長の村尾雄太さんにお話を伺った。
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図　横浜市の脱炭素選考地域提案内容の概要

今回の記者

（左）宮武 不見月さん
池袋地域冷暖房㈱	技術部

（中）上内 雅一朗さん
グルンドフォスポンプ㈱	建築設備事業部

（右）武田 優夏さん
丸の内熱供給㈱	開発技術部

地区内全 64 対象施設の参加を目指
し、取組みの理解深化を進めていき
ます。このように全員参加を目指し
て活動している点が、環境省から最
も期待をされているポイントです。
選定されて一年半ほどが経過しまし

た。現在までにどのようなことに取

り組んできたのでしょうか。

━━ 1 年目は交付金を使うより、参
加者みんなで議論を深める計画でや
ってきました。共同提案者である（一
社）横浜みなとみらい２１は地区の
エリアマネジメント組織で、その内
部組織である環境対策部会に脱炭素
について議論するゼロエミッション
分科会を立ち上げ、令和４年度は 7
回開催しました。また、（一社）横
浜みなとみらい２１やみなとみらい
二十一熱供給㈱と連携して、参加施
設募集も一緒に取り組んできていま
す。 そ の 他、「TOWERS Milight

“UP/DOWN”」ということで、12

月にみなとみらい 21 地区でライト
アップイベントを実施した際の使用
電力を、再エネの連携協定を結んで
いる茨城県神栖市の太陽光発電所、
風力発電所からトラッキング付非化
石証書という形で購入して賄うとと
もに、2 月には脱炭素への挑戦をア
ピールする機会としてライトダウン
のイベントも実施しました。これを
タウン誌等で CO2 排出実質ゼロを
目指していることと合わせて紹介し
ていただきました。
今後の課題や展望を教えてください。

━━みなとみらい 21 地区全 64 対
象施設の参加を目指して、今後も活
動を進めていきます。特に本社が別
の場所にある企業などは、脱炭素化
対応のご担当者へのアプローチが難
しいなど、状況が様々なので、横浜
市の取組みを理解いただけるまで時
間がかかるケースもあります。そこ
は根気よく取り組んでいければと思

っています。また、みなとみらい
二十一熱供給㈱はエリアのエネルギ
ーマネジメントについてノウハウを
持つ地元企業なので、重要なパート
ナーと考えています。現在、熱のエ
ネルギーの脱炭素化ニーズの把握の
ために需要家ヒアリングを実施され
ているようです。その結果に伴う対
応方法の検討はこれからですが、コ
アメンバーとしてより一層の連携を
図っていければと思っています。

❶民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組み
・	エリア内施設の屋上や、エリア外の公共施設の未利用スペースに太陽光発電設備を設置し、創出された再エネ電力の供給等による電力の脱炭素化
・	徹底した省エネや地域一体となったエネルギーマネジメントによる電力需給調整力の創出など
❷民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組み
・	エリア内にある日本最大規模の地域冷暖房における熱の低・脱炭素化
・	飲食店等で生じる食品廃棄物やペットボトルのリサイクル等による資源循環の推進
・	市民・事業者一人ひとりの脱炭素化への行動変容を促すイベント等の実施

主
な
取
組
み
内
容
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札幌駅南側1㎞四方に広がる札幌市都心地域
札幌市都心地域は、北海道・JR札幌駅南側 1km四方

に熱供給が行なわれているエリアである。札幌市は都心

部の特徴を捉えたエネルギー計画として 2018 年に「都

心エネルギーマスタープラン」を策定しており、その具

体的な推進策の一つとして、2022 年 5 月から「札幌都

心 E！まち開発推進制度」をスタートさせている。札

幌都心部で一定規模以上の建築物の新築・改築・増築を

営業地域図

しようとする事業者に、早期に札幌市との事前協議を促

す制度で、効果的な省エネ、CO2 削減対策の確実な実

施を目指している。事業者は本対応によって、容積率の

緩和等の支援を受けられる。同地域の熱供給事業者であ

る㈱北海道熱供給公社は、都市の低・脱炭素化に積極的

な姿勢を示す札幌市の取組みの方向性を踏まえ、積極的

な情報収集などにより、熱の需要家の獲得につなげてき

た（2024 年 1 月現在 91 件）。今回はこうした取組みの

全国熱供給エリア紹介◯22

「街づくりに貢献する企業」の再開発
 ～　環境性・防災性向上に貢献する熱供給施設の設置　～

札幌市都心地域札幌市都心地域
㈱北海道熱供給公社㈱北海道熱供給公社

大通西4南地区第一種市街地再開発大通西4南地区第一種市街地再開発

新エネルギーセンター（予定）新エネルギーセンター（予定）

JR札幌駅JR札幌駅

凡例凡例
高温水導管高温水導管

冷水導管冷水導管

温水／蒸気導管温水／蒸気導管

お客様建物お客様建物

エネルギーセンターエネルギーセンター

公共地下空間公共地下空間

植物園植物園

至小樽至小樽

至旭川・千歳至旭川・千歳

創
成
川

創
成
川

エリア俯瞰写真
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ス、ホテル、商業施設を盛り込んだ、地上 34 階建、延

床面積約 99,400㎡の超高層ビルが建設されることとなっ

た。大通公園周辺は 20 階以上のビルがごく少数という

立地で、札幌都心のシンボルともなりうる再開発事業は、

札幌市と事前協議を行なう中で、環境性の向上と都市の

強靭化に寄与する地域熱供給が採用され、容積率の緩和

の適用を受けることができた。着工予定は 2025 年度で、

2028 年度の竣工を予定している。

非常時でも電力需要の8割を賄えるエネルギーシステム
同プロジェクトでは、北海道新幹線の札幌延伸等を見

据え、国際水準のハイグレードホテルや、競争力強化に

資する高機能オフィス等の整備が構想された。その実現

のためには、高い環境性能と災害時でも事業継続を可能

とすることが不可欠と考えられた。地元の熱供給事業者

である北海道熱供給公社は、日常的に情報収集をする中

で、早期に再開発の情報を得て、平和不動産に足繁く通

い、組合のニーズの把握、意見調整、各種提案に努めて

きた。今までも低炭素化に貢献し、BCD（事業継続）

にも対応する熱供給事業とコージェネによる電気事業を

実施してきた同社の実績は、今回のプロジェクトにおい

ても評価され、最終的に、非常時でも、新ビル全体の電

力需要の 8割以上を賄えるコージェネと非常用発電機を

備え、その排熱を最大限活用できる高効率の熱供給プラ

ント（エネルギーセンター）を整備することが決定した。

3者がwin-win-winになる絵姿を共有する
平和不動産ら準備組合は、本プロジェクトでの熱供給

プラントの整備をはじめ、環境性・防災性向上など様々

な「街づくりへの貢献」を実現する計画を立案し、容積

率 1,650％のビル建設を可能とした。北海道熱供給公社

も、札幌市都心地域において供給能力が限られていた南

側に大規模なプラントを整備することができ、大通公園

周辺エリアにおける供給力を拡大することができる。す

なわちこのプロジェクトは、大通公園エリアにおける都

市の強靭化を可能とし、札幌市の都心エネルギーマスタ

ープランにも則した事業となる。札幌市、再開発準備組

合、北海道熱供給公社がwin-win-win となる絵姿を関係

者全員で共有できたことが、新たな供給先獲得につなが

った事例となった。

中で新たな供給先に決定した事例を紹介する。

case	study：大通西4南地区市街地再開発
平和不動産㈱は 1947 年設立の不動産会社で、ビル賃

貸事業を中核に「街づくりに貢献する企業」として全国

で事業を展開している。札幌には 15 年以上前に支店を

置き、ビル賃貸事業を実施してきた。さらに現在は、札

幌都心部でも中心地である大通公園中央付近で、「大通

西 4南地区第一種市街地再開発事業」を推進する再開発

準備組合の一員として、地権者と共に検討を進めている。

地権者によって再開発の検討がスタートしたのは

2020 年。2022 年 12 月に都市計画決定がなされるまで、

地権者等との折衝・意見調整、再開発準備組合等の設立

や運営が進められる中で、具体的な施設像が整理されて

きた。整備方針は「大通交流拠点の魅力向上につながる

空間の形成」「国際競争力を高める機能の整備」「環境負

荷低減・災害に配慮した機能の整備」の 3点で、オフィ

新エネルギーセンター（大通西4EC）のエネルギーフロー図

大通西4丁目南地区第一種市街地再開発ビル外観パース

都市ガス
ガス

CGS

熱交換器

ガス
商用電力
電力（発電）
温水
低温水
冷水

冷水（蓄熱）

熱回収
ヒートポンプ
※未利用エネルギー

CGSインタークーラー
排熱温水 低温水（融雪）

電力

冷水

温水（空調、給湯）
温水ボイラ

冷却塔 蓄熱槽
フリー
クーリング

プラント
所内電力

ターボ冷凍機

ガス吸収
冷温水発生機

ジェネリンク

商用電力
電力
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News Flash

インタビュー
　新・熱供給産業室長
　福田	光紀	氏

昨年 7 月に熱供給産業室長に着任された福田光紀氏に
インタビュー。これまでのご経歴や熱供給業界に対する
期待等を伺いました。

── これまでのご経歴を教えてください。

福田　2002 年（平成 14）に経済産業省に入省しまして、

資源エネルギー庁には最初に総合政策課（現・長官官房

総務課）、続いて省エネ課に移り、省エネ法の改正に携

わりました。その後、三重県庁に赴任し、東日本大震災

直後の 2011 年 4 月に原子力安全・保安院へ異動、そし

てまた省エネ課に戻っています。直近では、独立行政法

人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）ロンド

ン事務所、原子力発電所事故収束対応室におり、現職に

至っています。エネルギー関連の業務が長いです。

── これまでの業務で印象深い出来事などがありました

らご紹介ください。

福田　原子力発電所事故収束対応室で福島第一原発の廃

炉と処理水の対応を担当していました。勤務地は東京で

したが、現地に頻繁に通っていました。地元のイベント

に資源エネルギー庁ブースを出展することが多くあり、

イベントで廃炉や処理水の対応等について地元の方々に

ご説明をしたことが強く印象に残っています。霞が関で

は、現地の住民の方々と直接お話する機会が少ないので、

貴重な経験でした。

　あと、熱供給事業関連では、2 回在籍した省エネ課で、

エネルギーの面的利用、熱の有効利用をどのように促進

していくべきか、ということや、導入支援策などの検討

をしたのもよく記憶に残っています。

── 熱供給産業室長に着任されて約半年ですが、現在ま

でのご所感はいかがでしょうか。

福田　昨今のエネルギー情勢もあり、やはり安定供給の

福田	光紀	氏　Fukuda	Mitsunori
経済産業省	資源エネルギー庁	
電力・ガス事業部	ガス市場整備室長	
熱供給産業室長

大切さは日に日に認識を強くしています。天然ガス等の

資源の安定的な確保はもちろん、万が一、必要量を確保

できない恐れがある場合の対応についても検討を進めて

きました。世界情勢が時々刻々変化する中で、迅速かつ

柔軟に対応していくことが課題だと考えています。

　また、2050 年カーボンニュートラル化を目指す中で、

GX（グリーントランスフォーメーション）の取組みも

大きく動いてきています。世界そして日本が、クリーン

エネルギーを中心とする経済社会システムへの移行を実

現していくことが重要です。現在、地球温暖化対策推進

法における温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の

整備を進めています。熱供給事業は、エリアの熱需要を

まとめて低炭素化できる強みを有していると考えており、

CO2 排出削減に取り組む熱供給事業者を積極的に支援

できるようにしていきます。それが GX やカーボンニュ

ートラルの実現につながっていくと考えています。

── 最後に熱供給業界への期待をお聞かせください。

福田　国民の生活や産業活動の基盤となるエネルギーの

安定供給の確保は非常に重要です。熱供給事業者の皆さ

んには地域のエネルギーの安定供給の確保に努めていた

だくことが大事です。その上で、GX 実現に積極的に取

り組んでいっていただければと思います。

　地域熱供給はエネルギーを効率的に供給する仕組みだ

と認識しています。単にエネルギーを供給するだけでな

く、色々な地域サービスを担うポテンシャルも大きな事

業主体だと捉えています。その観点からも、皆さんのビ

ジネスが活性化していくことを期待しています。
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虎ノ門・麻布台地域において麻布台ヒルズが開業

虎ノ門エネルギーネットワーク㈱が令和5年度デマンドサイド
マネジメント表彰で資源エネルギー庁長官賞を受賞

麻布台ヒルズ	断面イメージ図

麻布台ヒルズ

3

2023 年 11 月 24 日、虎ノ門エネルギーネットワーク

㈱が熱供給を実施する麻布台ヒルズが開業しました。森

ビル等による再開発で、約 300 件の権利者の方々と約

35 年もの月日をかけて開発が進められてきました。約

8.1ha の計画区域には、「Modern Urban Village ～緑に

包まれ、人と人をつなぐ「広場」のような街～」をコン

セプトに、約 24,000m² もの緑が配され、オフィス、住宅、

商業施設、文化施設、教育機関や医療機関など、多様な

都市機能が集積させられています。

虎ノ門エネルギーネットワーク㈱は、このエリア全体

を対象に、RE100 に対応した再エネ電力の供給を行な

うことに加えて、自立分散型電源（コージェネ、蓄電池）

を有する特定送配電事業および、コージェネ排熱と下水

熱を活用した地域熱供給の導入によって、環境性能と

BCP（事業継続）対応を兼ね備えたまちづくりに貢献し

ます。また、各建物には非常用発電機も設置。災害時に

おいても街全体で必要な電力と熱が 100％供給できる態

勢が整えられており、安心・安全な「逃げ込めるまちづ

くり」が実現されています。

虎ノ門エネルギーネットワーク㈱

が、虎ノ門一・二丁目地域における

電力負荷平準化とデマンドレスポン

ス（DR）の取組みで、（一財）ヒー

トポンプ・蓄熱センター主催の令和

5 年度デマンドサイドマネジメント

表彰にて、最優秀賞の経済産業省資

源エネルギー庁長官賞（総合システ

ム部門）を受賞しました。

日本熱供給事業協会ホームページ http://www.jdhc.or.jp/

虎ノ門一・二丁目地域（ⒸThe	Boundary）虎ノ門一・二丁目地域（ⒸThe	Boundary）

レジデンスB

住宅

オフィス

オフィス

ヒルズハウス

ガーデンプラザC
ガーデンプラザA/B/D

慶應義塾大学予防医療センター
ブリティッシュ・スクール・イン 東京

Tokyo Venture Capital Hub
オフィス

商業 商業

Ⓟ Ⓟ

Ⓟ Ⓟ Ⓟ

商業

商業
麻布台ヒルズマーケット

麻布台ヒルズギャラリー

麻布通り

桜田通り

森ビル デジタルアート ミュージアム：エプソン チームラボボーダレス
神谷町駅

六本木一丁目駅

住宅

住宅

住宅
ジャヌ東京

レジデンスA

森JPタワー

DR 対応の 4 点でした。主な評価のポイントは、①大規模

蓄熱槽とコージェネレーションシス

テムを組み合わせたシステム構築に

よるエリア全体の電力負荷平準化、

②電力需給逼迫時の DR 対応の実現、

③ AI を活用した運転最適化や運転

管理者の負担軽減、④テナント、需

要家（ビル管理者）、エネルギーセ

ンターが三位一体となった省エネや
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Japan Heat Supply Business AssociationJapan Heat Supply Business Association
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日本熱供給事業協会一般
社団
法人

“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

虎ノ門・麻布台地域
（虎ノ門エネルギーネットワーク㈱）

麻布台ヒルズ
2023年11月、東京都港区に、緑に包まれ、人と
人をつなぐ「広場」のような街・麻布台ヒルズが
オープンした。約8.1haの敷地には3つの超高層
棟と4つの中低層棟、緑豊かなオープンスペース
が生み出され、オフィス、住宅、ホテル、教育施
設、商業施設、文化施設等の多様な都市機能が高
度に融合した形で整備されている。開発コンセプ
トの一つには防災対応力強化と都市環境の向上が
掲げられ、災害時でも街全体に電力・熱供給が継
続でき、AI導入等で高効率なエネルギー供給が可
能な形の地域熱供給が採用されている。

インタビュー
欧州熱供給事情視察
～デンマーク、ドイツ、オーストリア～

佐土原 聡
（ ）横浜国立大学 名誉教授・

一般社団法人日本熱供給事業協会 海外視察調査団団長


